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中央教育審議会初等中等教育分科会学校安全部会（第４回） 

議事次第 
 

 

１．日  時  令和８年１０月２９日（木）１５：００～１７：３０ 

 

２．場  所  オンライン 

 

３．議  事 

（１）校内組織体制の充実、教職員の能力向上、子供の意見について 

（２）現代的課題と多様な子供たちへの対応について 

（３）その他 

 

４．配付資料 

資料１   校内組織体制の充実、教職員の能力向上、子供の意見、現代的課題と多様

な子供たちへの対応について 

資料２   藤田委員による発表資料 

資料３－１ 生徒による発表資料（白石市立東中学校） 

資料３－２ 生徒による発表資料（茨城県立牛久栄進高等学校） 

資料４   学校安全部会の日程（案） 

参考資料１ 第１３期中央教育審議会初等中等教育分科会学校安全部会委員名簿 

参考資料２ 第４次学校安全の推進に関する計画の策定について（諮問） 

参考資料３ 第４次学校安全の推進に関する計画の策定について（概要） 

参考資料４ 第３次計画フォローアップを踏まえた第４次計画の検討に向けた課題に

ついて 



プレゼンテーション表紙サンプル （スライドサイズ 4：3 25.4 x 
19.05cm）

校内組織体制の充実、教職員の能力向上、
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学校安全部会(第４回)
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議題（１）校内組織体制の充実、教職員の能力向上、子供の意見について

⚫ 青少年の安全・安心なインターネット利用に関する取組について

⚫ 生命（いのち）の安全教育について

⚫ 学校における熱中症事故の防止について

⚫ クマ被害防止対策、国民保護に関する事案について

⚫ 障害のある児童生徒等、外国人児童生徒等について

議題（２）現代的課題と多様な子供たちへの対応について

⚫ 校内組織体制の充実について

⚫ 教職員の能力向上について

⚫ 子供の意見について

・・・ ５

・・・ ６

・・・ 13

・・・ 15

・・・ 17

・・・ 18

・・・ 19

・・・ 21



第3次学校安全の推進に関する計画（概要）

● 学校安全の推進に関する計画：各学校における安全に係る取組を総合的かつ効果的に推進するため、国が策定する計画
（学校保健安全法第3条第2項）

● 「第３次学校安全の推進に関する計画の策定について（令和４年２月７日中央教育審議会答申）」を踏まえ、令和４年３月２５日（金）
に閣議決定（計画期間：令和4年度から令和8年度までの５年間）

Ⅰ 総論

〇 学校が作成する計画・マニュアルに基づく取組の実効
性に課題

〇 学校安全の取組内容や意識の差
〇 東日本大震災の記憶を風化させることなく今後発生

が懸念される大規模災害に備えた実践的な防災教育
を全国的に進めていく必要性   

など

○ 学校安全計画・危機管理マニュアルを見直すサイクルを構築し、学校安全の実効性を高める
○ 地域の多様な主体と密接に連携・協働し、子供の視点を加えた安全対策を推進する
○ 全ての学校における実践的・実効的な安全教育を推進する
○ 地域の災害リスクを踏まえた実践的な防災教育・訓練を実施する
○ 事故情報や学校の取組状況などデータを活用し学校安全を「見える化」する
○ 学校安全に関する意識の向上を図る（学校における安全文化の醸成）

第3次計画の策定に向けた課題認識 施策の基本的な方向性

目指す姿

○ 全ての児童生徒等が、自ら適切に判断し、主体的に行動できるよう、安全に関する資質・能力を身に付けること
○ 学校管理下における児童生徒等の死亡事故の発生件数について限りなくゼロにすること
○ 学校管理下における児童生徒等の負傷・疾病の発生率について、障害や重度の負傷を伴う事故を中心に減少させること

５つの推進方策 を設定し、学校安全に関する具体的な取組の推進と学校安全に関する社会全体の意識の向上を図る

１．学校安全に関する
組織的取組の推進

２．家庭、地域、関係機関等との
連携・協働による学校安全の推進

３．学校における
安全に関する教育の充実

４．学校における
安全管理の取組の充実

５．学校安全の推進方策に関する横断的な事項等

Ⅱ 推進方策
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推進方策１．学校安全に関する組織的取組の推進

推進方策２．家庭、地域、関係機関等との連携・協働による学校安全の推進

推進方策３．学校における安全に関する教育の充実

推進方策４．学校における安全管理の取組の充実

推進方策５．学校安全の推進方策に関する横断的な事項等

〇 学校経営における学校安全の明確な位置付け
〇 セーフティプロモーションスクールの考え方を取り入れ、学校安全計画を見直すサイクルの確立
〇 学校を取り巻く地域の自然的環境をはじめとする様々なリスクを想定した危機管理マニュアルの作成・見直し
〇 学校における学校安全の中核を担う教職員の位置付けの明確化、学校安全に関する研修・訓練の充実
〇 教員養成における学校安全の学修の充実

〇 コミュニティ・スクール等、学校と地域との連携・協働の仕組みを活用した学校安全の取組の推進
〇 通学時の安全確保に関する地域の推進体制の構築、通学路交通安全プログラムに基づく関係機関が連携した取組の強化・活性化
〇 SNSに起因する児童生徒等への被害、性被害の根絶に向けた防犯対策の促進

〇 児童生徒等が危険を予測し、回避する能力を育成する安全教育の充実、指導時間の確保、学校における教育手法の改善
〇 地域の災害リスクを踏まえた実践的な防災教育の充実、関係機関（消防団等）との連携の強化
〇 幼児期、特別支援学校における安全教育の好事例等の収集
〇 ネット上の有害情報対策（SNSに起因する被害）、性犯罪・性暴力対策（生命（いのち）の安全教育）など、現代的課題に関する教育内容について、学校安

全計画への位置付けを推進

〇 学校における安全点検に関する手法の改善（判断基準の明確化、子供の視点を加える等）、学校設置者による点検・対策の強化（専門家との連携等）
〇 学校施設の老朽化対策、非構造部材の耐震対策、防災機能の整備の推進
〇 重大事故の予防のためのヒヤリハット事例の活用 
〇 学校管理下において発生した事故等の検証と再発防止等（学校事故対応に関する指針の内容の改訂に関する検討）

〇 学校安全に係る情報の見える化、共有、活用の推進（調査項目、調査方法の見直し等）
〇 災害共済給付に関するデータ等を活用した啓発資料の周知・効果的な活用
〇 設置主体（国立・公立・私立）に関わらない、学校安全に関する研修等の情報・機会の提供
〇 AIやデジタル技術を活用した、科学的なアプローチによる事故予防に関する取組の推進
〇 学校安全を意識化する機会の設定の推進（各学校の教職員等の意識を高める日・週間の設定等）
〇 国の学校安全に関する施策のフォローアップの実施 3



学校安全の推進に関する組織体制の整備と地域等との連携について
～複雑化・多様化する課題に対応するための、実効的・持続的で安全・安心な学校づくりに向けて～ 審議のまとめ

○ 学校の努力だけでは防止できない事案（地震などの自然災害、不審者侵入事件、弾道ミサイル発射等の国民保護に関する事案等）の顕在化
○ 学校安全に関する課題の複雑化・多様化
→ 実効的・持続的な学校安全の取組を組織的に推進する必要
→ セーフティプロモーションスクール＊１の考え方を取り入れた取組の充実
→ コミュニティ・スクール＊２の仕組みの活用を含む地域との連携・協力の必要性
→ 学校安全計画・危機管理マニュアルを見直すサイクルの構築が必要

令和７年３月３日

2.地域や関係機関等との連携体制の整備

１．これまでの議論

3.学校安全の中核を担う教職員及び校内組織体制の整備・充実

地域や関係機関等との連携・教職員及び校内組織体制について検討・整理

＊１学校安全について組織的・計画的に地域等と連携し、 実践・改善を
 継続するものとして認証された学校

＊２地方教育行政の組織及び運営に関する法律第47条の5に規定する
 学校運営協議会を置く学校

○ コミュニティ・スクールや地域学校協働活動の仕組みを最大限活用
○ 「安全教育」「安全管理」の充実の観点から連携の充実を図る
→ 「学校安全計画」「危機管理マニュアル」を学校運営協議会等の場
で共有し、協議を行う

○ 自然災害や犯罪被害は地域においても共通の課題

○ 学校安全の校内組織体制の整備・充実を図る

→ 学校安全を学校経営方針の柱に位置付ける

→ 校長等の管理職のリーダーシップの下、校務分掌に中核を担う教職員を

位置付けつつ、全ての教職員で取り組む校内組織体制を構築する

→ 中核を担う教職員には、学校内外との連携・調整機能充実のための「新たな職」

の動きを踏まえつつ、中堅層の教師を充て適切な処遇等について検討

→ 学校の設置者は各学校の組織体制整備を支援する

→ 各教職員に求められる役割及び資質能力を整理

→ 教師の負担軽減のため、地域の多様な関係者等と効果的な連携を図る

校長等の
管理職

中核を担う
教職員

・学校経営に学校安全を位置付け、学校安全の方針を示す
・事故の未然防止、発生時における安全確保のリーダーシップ
・校内組織体制及び、家庭・地域・関係機関等との連携体制の整備 等

・校内組織の円滑な機能、取組の効果を上げる調整・指導・助言
・実効性のある学校安全計画・危機管理マニュアルの策定・見直し
・校内研修の企画・実施、外部機関との連絡調整の窓口 等

全ての
教職員

・学校安全の重要性の理解、推進するための課題の認識
・各自の役割に係る取組とマニュアル等見直しへの参画、安全教育の実施
・事故の未然防止に関する安全管理、事故等発生時の対応の実施 等

4.教職員の学校安全に関する資質能力の向上とそれを支える環境整備

○ 各教職員が、できるだけ速やかに必要な資質能力を習得したり、学校安全の諸課題への対応能力を身に付けられるようにする必要

→ 教職員の負担を軽減しつつ、効率的・効果的に学べるよう、オンライン・オンデマンド形式や実習・演習形式を適切に組み合わせた研修を充実

○ 校長等の管理職のリーダーシップの下、中核を担う教職員が中心となって、計画的かつ着実な研修・訓練等を実施する必要

→ 学校安全に関する研修の教員研修計画への位置付け、法定研修での取り扱い、研修受講履歴の適切な記録、教員養成における学修の充実

※国立・私立学校に対しても、積極的な情報提供や研修の機会の提供等を通じて、地域全体での資質能力の向上や連携体制の強化を図る必要

→ 自治体の防災・安全

担当部局や警察・消防

等も交えた取組の推

進

○ 地域や関係機関・団

体との連携を強化、外

部評価や改善を継続

→ セーフティプロモーション

スクールの考え方を取り入

れた学校安全の推進

学校安全の取組を共有・協議
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※学校運営協議会未設置校や国立・私立学校でも
地域や関係機関等が関わる既存の会議等を活用

   して学校安全について協議していくことが有効



３ 主務教諭の職の設置について

（３）主務教諭の職務について

主務教諭の職務は、児童の教育をつかさどり、及び校長等から命を受けて当該学校の教育活動に関し教

諭その他の職員間における総合的な調整を行うものであり、担当する教育活動に関して核となって調整を行

うことが想定されること。例えば、教育相談や特別支援教育に関する連絡調整などの児童生徒への必要な

対応や、校内研修、学校安全、情報教育、道徳教育といった学校横断的な取組への対応などについて担

当し、教職員間の総合的な調整を行うことが考えられること。

このため、一定の経験、知識等を有する教諭のうち、こうした役割を担うことができる教諭が主務教諭として

任用されることになると考えられること。なお、ここで言う「知識等を有する」には、心理や福祉に関する資格等

を活用するなどして、特定の学校教育活動の核となって役割を担っているような場合や、教職大学院を修了

し高度な専門的職業能力を身につけているような場合なども含みうると考えられること。

公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法等の一部を改正する

法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令の制定等について 

（令和７年９月26日７文科初第1404号文部科学事務次官通知）抜粋
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校内組織体制の充実について



第一欄 教科及び教職に関する科目 前項の各科目に含めることが必要な事項

専
修
免
許
状

一
種
免
許
状

二
種
免
許
状

最
低
修
得
単
位
数

第二欄 教科及び教科の指導法に関する科目
教科に関する専門事項

三
〇

三
〇

一
六

各教科の指導法 （情報通信技術の活用を含む。）

第三欄 教育の基礎的理解に関する科目

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想

一
〇

一
〇 六

教職の意義及び役員の役割 ・ 職務内容 （チーム学校運営への対応を含む。）

教育に関する社会的、制度的又は経営的事項 （学校と地域との連携及び学校安全への対応を含む。）

幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程

特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解

教育課程の意義及び編成の方法 （カリキュラム ・ マネジメントを含む。）

第四欄
道徳、総合的な学習の時間等に指導
法及び生徒指導、教育相談等に関す
る科目

道徳の理論及び指導法

一
〇

一
〇 六

総合的な学習の時間の指導法

特別活動の指導法

教育の方法及び技術

情報通信技術を活用した教育の理論及び方法

生徒指導の理論及び方法

教育相談 （カウンセリングに関する基礎的な知識を含む。） の理論及び方法

進路指導及びキャリア教育の理論及び方法

第五欄 教育実践に関する科目
教育実習 五 五 五

教職実践演習 二 二 二

第六欄 大学が独自に設定する科目
二
六

二 二

教育職員免許法施行規則(妙)
【令和６年４月１日施行】

第一章   単位の修得方法等
第三条  免許法別表第一に規定する小学校教諭の普通免許状の授与を受ける場合の教科

  及び教職に関する科目の単位の修得方法は、次の表の定めるところによる。

6

教職員の能力向上について

 



教育に関する社会的、制度的又は経営的事項
(学校と地域との連携及び学校安全への対応を含む。)

（３）学校安全への対応

一般目標:
学校の管理下で起こる事件、事故及び災害の実情を踏まえて、学校保健安全法に基づく、
危機管理を含む学校安全の目的と具体的な取組を理解する。

到達目標: 
１) 学校の管理下で発生する事件、事故及び災害の実情を踏まえ、危機管理や事故対
応を含む学校安全の必要性について理解している。

２）生活安全･交通安全･災害安全の各領域や我が国の学校をとりまく新たな安全上の
課題について、安全管理及び安全教育の両面から具体的な取組を理解している。

7
出典：文部科学省.初等中等教育局教育職員政策課 「教職課程コアカリキュラム等について」

 https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kyoin/mext_00002.html）

教職課程コアカリキュラム（学校安全に係る箇所抜粋）

全体目標:
現代の学校教育に関する社会的、制度的又は経営的事項のいずれかについて、基礎的な
知識を身に付けるとともに、それらに関連する課題を理解する。なお、学校と地域との連携に
関する理解及び学校安全への対応に関する基礎的知識も身に付ける。



出典：文部科学省.中央教育審議会（第145回）令和8年10月20日開催

 配付資料2-1「教員養成部会における審議のまとめについて」
8



教科及び教職
に関する科目

各教目に含めることが必要な事項 一種免 二種免

教科及び教科
の指導法に関
する科目

教科に関する専門的事項

30 16各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。）
一種免は１単位×10教科、二種免は音楽、図画工作、
体育から２教科以上を含み１単位×６教科

教育の基礎的
理解に関する
科目

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想

10 6

教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運
営への対応を含む。）

教育に関する社会的、制度的又は経営的事項（学校と
地域との連携及び学校安全への対応を含む。）

幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程

特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する
理解 １単位

教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネジメン
トを含む。）

道徳、総合的
な学習の時間
等の指導法及
び生徒指導、
教育相談等に
関する科目

道徳の理論及び指導法 一種免２単位、二種免１単位

10 6

総合的な学習の時間の指導法

特別活動の指導法

教育の方法及び技術

情報通信技術を活用した教育の理論及び方法 １単位

生徒指導の理論及び方法

教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を含
む。）の理論及び方法

進路指導及びキャリア教育の理論及び方法

教育実践に関
する科目

教育実習（学校体験活動を含む 上限２単位） 5 5

教職実践演習 2 2

大学が独自に設定する科目 2 2

計 59 37

＜小学校＞ 現行 教職課程 ・ 免許 ・ 大学院課程ワーキンググループの修正案

※上記に加え、免許法施行規則第６６条の６に定める科目 「日本国憲法」 「体育」「外国語コミュニケーショ
ン」 「数理、データ活用及び人工知能に関する科目又は情報機器の操作」 各２単位の修得が必要(幼稚園、
小学校、中学校、高等学校、養護教諭、栄養教諭)※加えて、「介護等体験」が必要（小学校、中学校）

教科及び教職
に関する科目

各科目に含めることが必要な事項
免許状
（Ａ）

免許状
（Ｂ）

教育の基本と
教科指導等に
関する科目

• 小学校教育の基本／教育課程の意義及び編成の方法 (カリ

キュラム・マネジメント及び校種間の接続を含む。)

• 教育の方法・技術及びデジタル学習基盤

• 指導及び評価の計画・実施に関する理論と方法

• 教科及び教科の指導法（デジタル学習基盤の活用をむ。）

１単位×10教科

• 道徳の理論及び指導法 免許状（Ａ）２単位、免許状

（Ｂ）１単位

• 総合的な学習の時間の指導法

• 特別活動の指導法（学級経営を含む）

18 18

教育及び幼児、
児童又は生徒
の理解に関する
科目

• 教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想

• 教師としての適応力・回復力・自己管理能力の育成

• 教職の意義及び教員の役割・職務内容 (チーム学校運営へ

の対応を含む。)

• 教育に関する社会的、制度的及び経営的事項(教育法規を

含む。※)

• 幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程

• 幼児、児童及び生徒の個々の多様な特性の理解と包摄

• 特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解

及び基礎的環境の整備・合理的配慮の提供 2単位

• 生徒指導の理論及び方法

• 教育相談(カウンセリングに関する基礎的な知識を含む。)の理

論的及び方法

• 進路指導及びキャリア教育の理論及び方法

• 教育データの活用及び人工知能／情報機器の活用

12 12

教育実習
教育実習（学校体験活動と特別支援学校（学級）での実習を

含む 上限２単位）
5 5

教職実践演習 教職実践演習 2 2

強み専門性に係る内容の学修 20 ー

計 57 37

※ 「学校と地域との連携及び学校安全への対応」についても、これまで通り本項目の中で
扱うこととする  (具体的な位置づけについては引き続き検討)

9出典：文部科学省. 教職課程・免許・大学院課程ワーキンググループ「今後の教職課程や教員免許制度の在り方について（二次まとめ）」（令和8年6月16日）

今後の教職課程や教員免許制度の在り方について（二次まとめ）令和8年6月16日時点



文部科学省「学校安全ポータルサイト」にて、 「教職員のた

めの学校安全e-ラーニング」を公開しています。対象者別で、

動画コンテンツと小テストから構成されており、学校安全の基

礎的な内容を効率的に学ぶことができます。

こうした基礎的な内容の学修に加え、外部講師を招いて防

災等の実際を学ぶ機会を設けたり、応急救命措置の知識を

身に付けるためのAEDを用いた実習を行うことも有効です。

学校安全ポータルサイト
https://anzenkyouiku.mext.go.jp/

１

２３
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文部科学省 学校安全ポータルサイト「教職員のための学校安全ｅ-ラーニング」



都道府県、指定都市、
中核市等が実施する研修

学校安全指導者養成研修

学
校

学
校

学
校

学
校

学
校

学
校

学
校

全ての児童生徒等が、安全に関する資質・能力を身に付けることを目指す

各地域・学校での学校安全の充実を図るため、指導者となる教職員を養成する研修を実施

※令和８年度は、都道府県・指定都市・中核都市
 の指導主事や教職員等136名が受講。

【各都道府県、指定都市等の指導者（リーダー)を養成】

学校安全に関し、各地域で指導者的役割を果
たすことができるようにするため、都道府県・市町
村教育委員会の学校安全担当指導主事及び各
地域の小・中・高等学校等の教員等を対象とした
研修会

【各学校の中核と               なる教職員を養成】

○学校安全教室推進事業（委託事業）
各学校における各学校の中核となる教職員を

対象とした講習会の実施に対する支援
○都道府県等が独自で実施する研修

各学校で各教科・特別活
動等、教育活動全体を通
じた安全教育や訓練、教
員研修等を実施

独立行政法人教職員支援機構 「学校安全指導者養成研修」

11



１８．教職員を対象とした学校安全に関する校内研修内容

12

学校安全の推進に関する計画に係る取組状況調査 〔令和５年度実績〕抜粋



こども基本法 －こども等の意見の反映（第１１条）－

（こども施策に対するこども等の意見の反映）

第十一条 国及び地方公共団体は、こども施策を策定し、実施し、及び評価す

るに当たっては、当該こども施策の対象となるこども又はこどもを養育する者

その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。

◆ 国・地方公共団体において、こども施策を策定・実施・評価するに当たり、施策
の対象となるこどもや子育て当事者等の意見を幅広く聴取して反映させるた
めに必要な措置を講ずることを定めています。

◆ ここでいう「国」とは、行政府だけではなく、立法府や司法府も含まれるものと
  解されます。

◆ ここでいう「地方公共団体」とは、地方自治法に基づく普通地方公共団体及び
  特別地方公共団体を指し、議会や執行機関のほか、法律の定めるところにより
  置かれる委員会（例：教育委員会）や、法律又は条例の定めるところにより置か
  れる附属機関が含まれるものと解されます。

（参考）令和４年５月２４日 参・内閣委 提案者答弁
こどもの視点に立った施策が具体的に展開されていくためにもこどもの意見をしっかりと反映することが必要であり、そのために

は必要な措置を国や地方公共団体がそれぞれの立場で講じなければならないというふうにしたところであります。 13

子供の意見について

 



● ポスターセッション

参加した高校生は、関心のあるテーマのポスター展示ブースを自由に回り、発表者による説明を聞きながら

意見交換を行った。会場では、防災、防犯、交通安全など、各学校の特色ある取組が紹介され、発表者と

参加者、また参加者同士で熱心な質疑や意見交換が行われるなど、活発な交流の場となった。

● グループディスカッション

 「安全な社会をつくるために、私たち高校生にできることは何か」 をテーマに、小グループに分かれて意見交

換を行った。参加者は、学校や地域における取組や課題、自身の経験に基づくアイデアを共有しながら、互

いの考えに耳を傾け、議論を深めた。各グループでは、高校生ならではの視点から多様な提案が示され、活

発な討議が展開された。

子供たちによる主体的かつ先進的な学校安全の取組について、全

国的な交流・発表の機会を設け、児童生徒の学校安全に関する意

識の向上及び各地域・各学校における取組の推進を図ることを目的

として実施した。

令和8年度は9府県12校の高校生31名が参加。ポスターセッション

とグループディスカッションを実施した。

概要

14

文部科学省主催 「学校安全フェスタ」について



「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律」及び「第６次青少年が安全に安心し
てインターネットを利用できるようにするための施策に関する基本的な計画」を踏まえ、以下の取組を推進

◆   子供・保護者への啓発
○ 関係者庁との連携による啓発

• 春のあんしんネット・新学期一斉行動による保護者等への呼びかけ

• 児童生徒・保護者・教職員を対象とした安全なICT利活用のための啓発講座（ｅネットキャラバン）実施の支援

• ネット利用に起因する性被害や犯罪の防止に向けた啓発資料の作成・周知

• ネットトラブル事例集の周知を通じたトラブル予防・発生時の対応に関する啓発

• 保護者向けの子供のネット利用に関する啓発リーフレットの作成・周知
○ 保護者を対象とした情報モラル等に関するシンポジウム（ネットモラルキャラバン隊）の開催

○ 地域におけるネットの適切な利用に関する先進的な啓発活動等の支援

○ 子供のネット利用等に関する講座を含めた、保護者への学習機会の提供等、各地域で実施される家庭教育支援の取組の支援

◆   学校における情報モラル教育の推進
○ 学習指導要領（総則（小・中・高））において情報モラルを含む「情報活用能力」を「学習の基盤となる資質・能力」と位置付け

○ 情報モラル教育ポータルサイトにおけるＳＮＳの利用を通じたトラブルへの対応等に関する啓発資料の公表

○ 教員等を対象とした情報モラル教育指導者セミナーの実施

○ 独立行政法人教職員支援機構における情報モラル教育を含む情報活用能力の育成に関する講義・演習を含む研修の実施

◆   ネットいじめへの対応
○ ネットを通じて行われるものもいじめに含むことを規定した「いじめ防止対策推進法」の施行（2013年）

○ ネット上のいじめに対処する体制を整備すること等を盛り込んだ「いじめの防止等のための基本的な方針」の策定（2017年改定）

○ チームとしての教育相談や関係機関との連携等を図るためのスクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの配置充実

○ 児童生徒の様々な悩みの相談に応じるＳＮＳ等を活用した相談体制の構築に関する取組の支援

青少年の安全・安心なインターネット利用に関する取組について

出典：文部科学省.青少年インターネット環境の整備等に関する検討会 第68回会合（令和8年6月4日）
 「資料1-6（文科省資料）文部科学省における青少年の安全・安心なインターネット利用に関する取組」 15



ネットモラルキャラバン隊

青少年を取り巻く有害環境対策の推進
令和9年度要求・要望額    24百万円

（前年度予算額    21百万円）

昨今、SNSを含むインターネットは様々な分野に浸透し、青少年にとって身近で生活に欠かせないツールとなっている。一方で、一部ではインターネッ

トを通じた犯罪被害の発生や、長時間利用等により意図せず生活習慣が崩れてしまう等の課題も指摘されている。今後、青少年を取り巻く社会全体のデ

ジタル化が更に進展することが予想される中で、青少年がインターネット等を適切に活用できるようにする取組を推進する。

また、アルコール、薬物、ギャンブル等に関する依存症等について、青少年の健全育成を図る観点から、適切な理解に資する取組や、予防教育の実施を

推進する。

●全国各地で保護者等を対象に、生成AI等の新たな技術や偽・誤情報へ
の対応等を含めたネットとの関わり方、家庭でのルール作り等の観点
から、青少年がインターネットを適切に利用するためのシンポジウムを
広報キャンペーンとセットで開催。

●全国フォーラムとして、有識者によるトークセッションやパネルディス
カッション、インフルエンサー等の活用による広報キャンペーンを実施
し、各地域における成果の全国的な展開を図る。

●インターネットの長時間利用等の要因で生活習慣が崩れている青少年を
対象に、青少年教育施設を活用した自然体験や宿泊体験プログラムを
実施。また、その保護者へも、家庭での関わり方等について知見を得る
ためのプログラムを実施。

●プログラム参加者の追跡調査等により成果を検証するとともに、プログ
ラムの普及を図るために効果的な広報を実施。

●青少年が主体となり、青少年が日頃どのようにSNSを含むインターネッ
トや生成AI等を活用しているかを踏まえ、ネットとの関わり方や今後の
社会の在り方等について、様々な世代とコミュニケーションを図る対話
型のフォーラム・ワークショップを開催。

●各地域において、アルコール、薬物、ギャンブル等への依存症等を予防
するための啓発講座「依存症予防教室」を開催。

●全国的な啓発として「依存症の理解を深めるための普及啓発シンポジウ
ム」を開催。

（１）積 算 ：①フォーラム開催 1百万円
 ②シンポジウム      ４百万円 × 1団体

（２）委託先：民間等

（１）積算 ：3百万円 × 3団体
（２）委託先：民間、地方公共団体等

（１）積 算 ：5百万円 × 1団体
（２）委託先：地方公共団体、学校法人等

（１）積 算 ：①シンポジウム 1百万円
②依存症予防教室 2百万円 ×2団体

（２）委託先：民間、地方公共団体

【委託事業、平成16年度事業開始】

青少年ネット・インタラクティブ・フォーラム

青少年教育施設を活用した生活習慣等改善推進事業

依存症予防教育推進事業

（担当：総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課）

拡充
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趣 旨

◆ 「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」（令和2年6月）に基づき、内閣府・文部科学省が連携し、令和3年4月に性犯罪・性暴力の加
害者、被害者、傍観者にならないための「生命（いのち）の安全教育」の教材及び指導の手引きを作成・公表。

◆ 令和8年3月には、令和5年の刑法改正による「不同意性交等罪」の創設等の社会情勢の変化等を踏まえて教材・指導の手引きの拡
充・改訂を行うなど、全国の学校等での実施に向けた普及展開を推進。

生命（いのち）の安全教育」教材・指導の手引きについて

【目標】 生命（いのち）の尊さや、性犯罪・性暴力の根底にある誤った認識や行動、性犯罪・性暴力が及ぼす影響といった性犯罪・性暴力
 の防止・対処に関する知識やスキル、一人一人の人権を尊重する態度等を身に付け、各段階等に応じて適切に対処できるようにする。

【幼児期】
・自分の体は自分だけのもので、とても大事なもの
・水着で隠れるところは見せたり触らせたりしない
・嫌な触られ方をした場合の対応（嫌だと言う など）等

【小学校低・中学年】
・他の人の体も大切。見たり触ったりしない
・手をつなぎたいと思ったら、相手にきいてみる
・自分の体のことを決められるのは自分だけ 等

【中学校・高等学校】
・性的同意の明確な理解
・性暴力の例（デートＤＶ、ＳＮＳ被害、痴漢）
・性暴力被害に遭った場合の対応（法律、相談）
・(高校)セクハラ、二次被害 等

【高校卒業前、大学、一般（啓発資料）】
・性暴力の例、実態、身近な被害実態
・性暴力が起きないようにするためのポイント
・性暴力被害に遭った場合の対応・相談先 等

【特別支援教育】
・小学校等向けの教材を活用しつつ、障害の状態を踏まえ教材を
工夫して実施。
・児童生徒の発達段階や障害の状態等に応じた個別指導を実施

【小学校高学年】
・人との距離感（境界線）の理解
・同意を確認しない行為・性的な暴力
・インターネットやSNSでの性暴力 等

いいよ

各段階における学習内容

活用促進の取組

◆ 「性犯罪・性暴力防止のための教育」の実施率は全国で45.3％。うち、「生命（いのち）の安全教育」の教材を活用しているのは32.8％
であり、更なる普及啓発が必要。(R5文科省調べ）

◆ 文部科学省では、活用促進に向けて、動画教材や研修用動画、指導例動画の作成等のコンテンツの充実や、生徒指導提要への位置づ
け、学校等で「生命（いのち）の安全教育」講座の実施を支援する普及展開事業（予算事業）等の取組を推進。

各段階の教材・指導の手引き、下記のサイトよりダウンロードできます。教材動画、教員研修用動画も下記サイトより視聴できます。
教育委員会や学校における研修や授業等において、本教材を投影したり配布したりするなどして、御活用いただけます。
文部科学省ホームページ「性犯罪・性暴力対策の強化について」（URL）https://www.mext.go.jp/a_menu/danjo/anzen/index.html

生命（いのち）の安全教育について
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文部科学省では、熱中症事故の防止のため、毎年、暑くなり始める前の時期や暑さの厳しい盛夏に注意喚起を実施。
（令和8年度は5月8日と8月18日に通知等を発出）

令和８年の夏は全国的に気温が高いと予想されています。児童生徒等の健康被害を防ぐため、

● 教職員や部活動の指導者等で熱中症事故防止の共通認識を図ること

● それほど気温の高くない（25～30℃）時期から適切な措置を講ずること

● 活動実施について活動場所の暑さ指数に基づいて判断すること

● 熱中症事故防止に関して児童生徒等へ適切に指導を行うこと 等をお願いします。

○ 学校教育活動等における熱中症事故の防止について（依頼）（令和8年5月8日 8教参学第1号）より一部要約

○ 学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き（概要）（令和6年4月更新）

学校設置者等が作成する熱中症対策に係

る学校向けのガイドラインの作成・改訂ととも

に、熱中症対策を盛り込んだ各学校における

「危機管理マニュアル」等の見直し・改善を促

進し、熱中症対策の推進を図る。

気候変動適応法等の一部を改正する法律が施行されるなど、熱中症対策を
めぐる状況について動きがあったことを踏まえて、「学校における熱中症対策ガ
イドライン作成の手引き」の追補版を作成。 

（参考）
文部科学省 学校安全ポータルサイト 
熱中症・水難事故防止関連情報
https://anzenkyouiku.mext.g
o.jp/heatillness/index.html
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学校における熱中症事故の防止について

令和3年5月、教育委員会等の学校設置者が作成する熱中症対策に係る学校向けのガイドラインの作成等に資するよ
う、「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き」を環境省とともに作成し、周知。（令和6年4月追補版を取り
まとめ）

https://anzenkyouiku.mext.go.jp/heatillness/index.html
https://anzenkyouiku.mext.go.jp/heatillness/index.html


内容
① クマの生息域の確認

② 通学時の注意点
（声や音で人の存在をアピール、音を出して歩く、友達と大きな声を出して歩く）

③ 万が一クマを見つけてしまった時の対処法
（ゆっくりと後ずさりをして逃げる、防御姿勢）

内容
① クマの生態について

② クマの出没情報の確認

③ クマに出会わないために 子供たちと確認したいポイント

④ もしも、クマに出会ってしまったら… 落ち着いて行動するために

⑤ 学校・保護者・地域の皆さまへのお願い

〇保護者向けリーフレット
「保護者のみなさまへ クマ出没時の対策を家族で確認しましょう（文部科学省・環境省）」

〇児童生徒向け動画
「クマにおそわれないための３つのお約束（政府広報・文部科学省・環境省）」

19

出典：文部科学省. 学校安全ポータルサイト「児童生徒等のクマ被害防止対策について」
 https://anzenkyouiku.mext.go.jp/mextshiryou/kumahigaitaisaku.html

児童生徒等のクマ被害防止対策について（再掲）



20
出典：内閣官房. 国民保護ポータルサイト「弾道ミサイル飛来時の行動に関する普及啓発資料」リーフレット

 https://www.kokuminhogo.go.jp/kokuminaction/action_case.html

国民保護に関する事案（内閣官房リーフレット資料）
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安全で安心な社会づくりの意義や、地域の自然環境の特色と自然災害の種類、 過去に
生じた規模や頻度等、･･･････、地域社会の一員としての自らの責任ある行動や地域の
安全活動への積極的な参加等、安全で安心な社会づくりに貢献･･。

地域の安全上の課題を踏まえ、交通事故や犯罪等の実情、･･･や様々な地域の災害事
例、日常の備えや災害時の助け合いの大切を理解し、････地域の安全にも貢献できるよ
うにする。また、心肺蘇生法等の応急手当ができるようにする。

安全に行動することの大切さや、「生活安全」「交通安全」「災害安全」に関する様々な危
険の要因や事故等の防災について理解し、････････、周りの人の安全にも配慮すること
ができるようにする。また、簡単な応急手当ができるようにする。

日常生活の場面で、危険な場所、危険な遊び方などが分かり、安全な生活に必要な習
慣や態度を身に付けることができるようにする。
また、災害時などの行動の仕方については、･････伝えることができるようにする

児童生徒等の障害の状態や特性及び発達の程度等、さらに地域の実態等に応じて、安
全に関する資質・能力を育成することを目指す。
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発達段階に応じた安全教育の目標

出典：文部科学省.学校安全資料 「生きる力」をはぐくむ学校での安全教育（平成31年3月31日改訂2版）



（出典）文部科学省.指導参考資料集「実践的な防災教育の手引き 特別支援教育編」令和７年３月 22

指導参考資料集 「実践的な防災教育の手引き-特別支援教育編-」

• 視覚障害や聴覚障害、知的障害、肢体不自由など、障害

種別に事例を掲載。

• その他、「医療的ケア児」「重複障害」など、各事例の特徴を

踏まえたトピックも掲載。

ねらい

各事例の
ポイント

取組内容

工夫や配慮



出典：文部科学省（特別支援教育課）令和8年7月 https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/mext_00706.html 23

文部科学省「学校における医療的ケア実施ガイドライン」



掲載例

（１）「サバイバル日本語」プログラム

①学習内容

ここでは、次の４つの観点から日本語使

用場面と教える日本語の語彙・表現を決

定します。その児童生徒にとって緊急性の

高いものから、順に教えましょう。

Ａ）健康で衛生的な生活を送るために

Ｂ）安全な生活を送るために

Ｃ）周囲の仲間との関係をつくるために

Ｄ）学校の生活を円滑に送るために

＜観点別表現例＞

観点 使用する表現例

健康・衛生

トイレ 給食
・「先生、トイレいいですか」  ・「これいらない、アレルギー」

体調  衛生
・「お腹／頭 いたいです」 ・「ハンカチ、あります」

安全な生活
交通安全
・「赤はとまれ、緑は進め」 ・「車、気をつけて！」
・「危ない、だめ」 ・「助けて！」

関係づくり

あいさつ
・「おはよう、さようなら」 ・「ありがとう」「ごめん」

休み時間  物の貸し借り
・「ぼくも入れて」 ・「これ、かして」

学校生活

教科名
・「次、何の勉強？」「国語／算数／社会／理科 他」

教室
・「先生、どこ？」「体育館／グラウンド／職員室他」

授業の準備
・水泳カードの書き方「○度、印」

清掃
・「掃除・／ぞうきん／ほうき」

遠足
・「持ち物、しおり、すいとう、お弁当 など」

文部科学省「外国人児童生徒受入れの手引（改訂版）」

出典：文部科学省（国際教育課）
 https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/002/1304668.htm

文部科学省では、外国人児童生徒の公立学校への円滑な受入れに資することを目的として、「外国人児童生徒受入

れの手引」を作成。（2011年3月発行、2019年3月改訂）

対象：外国人児童生徒等を直接指導する日本語指導担当教師、日本語指導の支援者、
 外国人児童生徒等の在籍学級担任、学校の校長・副校長・教頭などの管理職、
 市町村教育委員会の担当指導主事、都道府県教育委員会の担当指導主事
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大阪教育大学 特任教授

学校安全推進センター長

藤 田 大 輔

セーフティプロモーションスクール（SPS）
の考え方を取り入れた学校安全の推進

初等中等教育分科会 第４回学校安全部会 （2026/10/29） 令和８年10月29日
学校安全部会(第４回)

資料２



大阪教育大学では、附属池田小学校事件の教訓を基に、

わが国の教育振興基本計画における

自助・共助・公助の理念の下に、

教職員，児童・生徒，保護者，地域が参加する

共感と協働に基づく

安全教育・安全管理・安全連携

を推進する新たな包括的な「学校安全」の取り組みとして、

「セーフティプロモーションスクール（ＳＰＳ）」
の普及を推進しています。



セーフティプロモーションスクールの7つの指標

指標１

（組織）
学校内に、「学校安全コーディネーター」等を中心とする学校安全推進のための「学校
安全委員会」が設置されている。

指標２

（方略）
学校において、「生活安全」・「災害安全」・「交通安全」の分野ごとに、セーフティプロ
モーションの考え方に基づいた「中期目標・中期計画（３年間程度）」が設定されている。

指標３

（計画）

学校安全委員会において、「中期目標・中期計画」に基づいた学校独自の学校安全推
進のための「年間計画」が、「安全教育」・「安全管理」・「安全連携」の領域ごとに具体的
に策定されている。

指標４

（実践）
「年間計画」に基づいて、学校安全委員会を中心に、学校関係者が参加して、学校安全
推進のための活動が年間を通じて継続的に実践されている。

指標５

（評価）

学校安全委員会において、実践された学校安全推進に関わる活動の成果が定期的に
報告され、それぞれ分析に基づく明確な根拠をもとに学校安全推進活動に対する評価
が行われている。

指標６

（改善）

学校安全委員会における次年度の「年間計画」の策定にあたって、それまでの活動成
果の分析と評価を参考に、当該校における学校安全に関わる実践課題の明確化と「年
間計画」の改善が取り組まれている。

指標７

（共有）

学校安全推進に関わる活動の成果が、当該の学校関係者や地域関係者に広報・共有
されるとともに、「協働」の理念に基づいて、国内外の学校への積極的な活動成果の発
信・共有と新たな情報の収集が継続的に実践されている。



「第３次学校安全の推進に関する計画」
（令和4年3月25日閣議決定）

「Ⅱ 学校安全を推進するための方策」

「１．学校安全に関する組織的取組の推進」

「（２）学校安全計画に基づく実践的な取組内容の充実」
の中で、

「第３次計画期間においては、セーフティプロモーションス
クールの考え方を取り入れ、学校医等の積極的な参画を
得ながら、学校種や児童生徒等の発達段階に応じた学
校安全計画自体の見直しを含むＰＤＣＡサイクルの確立
を目指す。」と明記されました。



「教育振興基本計画」 （閣議決定：令和5年6月16日）

「Ⅱ．今後の教育政策に関する基本的な方針」の、

「５つの基本的な方針」

「⑤計画の実効性確保のための基盤整備・対話」の中で、

（児童生徒等の安全確保）
○ 「第３次学校安全の推進に関する計画」に基づき、組織
的・実践的な安全対策に取り組むセーフティプロモーショ
ンスクールの考え方を取り入れ、全ての児童生徒等が、
自ら適切に判断し、主体的に行動できるよう、安全に関
する資質・能力を身に付けるとともに、学校安全に関する
組織的取組の推進、家庭・地域・関係機関等との連携・
協働、学校における安全管理の取組の充実等を推進す
る必要がある。」と明記されました。



「第３次学校安全の推進に関する計画」

（１）家庭、地域、関係機関との連携・協働の推進
・地域学校安全委員会やコミュニティ・スクール等の仕組み
を活用して、地域と協働して学校安全に取り組んだ学校
数

・学校安全に関する PTA の参画状況（安全点検、登下校
時の見守り活動等）

「４．学校における安全管理の取組の充実」
・児童生徒が安全点検に参加する活動を行っている学校数
・専門的な視点から、学校における具体的な安全点検の方
法、体制を構築している学校設置者数

・重大事故の予防のためのヒヤリハット事例に関する校内
での定期共有の状況



(1)ヒヤリハットの入力

玄関近くのモニター Chrome bookでの入力画面

【大阪教育大学附属池田中学校の実践事例】

ヒヤリハットシステムを活用した安全な学校作り



【大阪教育大学附属池田中学校の実践事例】

ヒヤリハットシステムを活用した安全な学校作り



【大阪教育大学附属池田中学校の実践事例】

ヒヤリハットシステムを活用した安全な学校作り



(2)生徒会安全委員の取り組み

毎金曜日の終礼に安全委員がヒヤリハットの入力を呼びかけ、入力してもらう

⇒集計を円グラフなどを使い、ポスターにまとめ、次週で生徒への注意を促す

【大阪教育大学附属池田中学校の実践事例】

ヒヤリハットシステムを活用した安全な学校作り



(3)授業でデータ分析 （保健体育科）

【大阪教育大学附属池田中学校の実践事例】

ヒヤリハットシステムを活用した安全な学校作り



(4)改善案の作成 （校内ピクトグラム）
ピクトグラムの作成 （総合：2年生）
・周囲への意識を高める ・けがを減らす

【大阪教育大学附属池田中学校の実践事例】

ヒヤリハットシステムを活用した安全な学校作り



【大阪教育大学附属池田中学校の実践事例】

生徒対象 普通救命講習を活用した安全な学校作り



【大阪教育大学附属池田中学校の実践事例】

生徒会 部活動事故対応訓練を活用した安全な学校作り



数学の力で、学校と地域の命を守る
数学科×安全： 「ボロノイ図を用いたAED適正配置の探究」

「守られる生徒」から、科学的根拠を持って「安全を創り出す生徒」へ

【大阪教育大学附属池田中学校の実践事例】



【高槻市立第三中学校の実践事例】



各教科等×安全 【高槻市立第三中学校の実践事例】



【高槻市立第三中学校の実践事例】

※ 既習の「住生活の学習」と関連付けながら
「幼児とのよりよい関わり方」を実践したもの



【高槻市立芝生小学校の実践事例】



【高槻市立芝生小学校の実践事例】



【高槻市立丸橋小学校の実践事例】



【高槻市立丸橋小学校の実践事例】



【高槻市立寿栄小学校の実践事例】



【八街市立朝陽小学校の実践事例】



【石巻市立渡波小学校】【石巻市立桃生小学校】

【石巻市立牡鹿中学校】

児童生徒による校内安全点検

【宮崎県立高鍋農業高等学校】



【大阪教育大学附属池田小学校】
救命救急訓練

【石巻市立住吉小学校】
着衣泳訓練

【石巻市立渡波小学校】
マイタイムラインの作成

【台東区立金竜小学校】
ICTを活用した安全マップづくり



【宮崎県立門川高等学校の実践事例】

応急担架作成訓練

町内小中学校下校時一斉
避難訓練の協力

小学校での防災教育への協力防災カードゲームの開発



【宮崎県立佐土原高等学校の実践事例】

近隣小中学校で開発したアプリを利用した出前授業

通学路危険個所共有アプリ
「ミチテラス」の開発

防災アプリ
「SHS災害.info」の開発



（％／児童・生徒）

＊：日本スポーツ振興センターの災害共済給付の給付状況に関する
小・中・高等学校分の4年間の統計情報をもとに算出

図.SPS活動期別にみた平均災害共済給付申請割合
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【石巻市立住吉小学校】
地域ボランティアによる校内安全点検

【石巻市立渡波小学校】
学校区パトロール

【台東区立金竜小学校】
PTA・地域協力者の登下校の見守り

【平塚市立土屋小学校】
交通安全協会による登下校指導



4．高槻市の学校安全のこれから

②コミュニティ・スクールの仕組みを活用した協働的な取組

的な方針を承認する
議する■

■ 者評価を行う

安全委員会

＜役割＞
■子どもの安全に関わる事項について共有
■学校安全計画の策定・実践・評価について助言
■学校安全に関する協働的な取組の推進

高槻市教育委員会 大阪教育大学

協定

協定
取組支援

成果普及協力

協定

協議会学校運営

<役割>
■校長の示す学校運営に関する基本

学校運営に必要な支援に関して協
学校評価の実施にあたり、学校関係

【令和6年度のSPS認証校区（第三中学校区）の重点取組】

「安全協働学区」
（大阪教育大学第4期中期目標・計画）

中学校区の「めざす子ども像」の実現（重点取組の１つ：安全・
安心な学校づくり）に向けて、ＳＰＳ活動を共有しつつ、それぞれ
の学校・家庭・地域が学校安全を協働して推進していく取組

協働学区で実施した教職員訓練および研修会

協働学区安全委員会 協働学区で授業交流

■協議の結果に関する情報を5地指域標住の民実等現に提へ供するよう努める など

（1.組【参織考2：.中地方期教目育標行/中政期の計組画織及3.びPD運CA営展に開関す4.共る法有律と発第信４5７.条育の成５と継よ続り）】

【安全協働学区協定の締結：2025年2月27日】



合同型学校運営協議会における安全推進

安全協働学区安全委員会での安全推進を目指した「熟議」



 石巻市立住吉中学校安全協働学区の組織については、本市における既存の組織である「学校運営協議

会」「地域防災連絡会」の仕組みを生かし、「安全委員会」を以下のとおり位置付ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「学校運営協議会」は学校安全に係る方向性を提案し、「安全委員会」では具体的な取組の検討・実践を行う。 

 

住吉中学校学校運営協議会 住吉小学校学校運営協議会 開北小学校学校運営協議会 

市教委 

住吉中学校地域防災連絡会 住吉小学校地域防災連絡会 開北小学校地域防災連絡会 

住吉小学校 

（ＰＴＡ・各地区） 

住吉中学校 

（ＰＴＡ・各地区） 

開北小学校 

（ＰＴＡ・各地区） 

住吉中学校安全協働学区安全委員会 

（兼「地域防災連絡会全体会」） 
関係機関 

【安全協働学区協定の締結：2026年2月17日】

石巻市立住吉中学校安全協働学区
コミュニティ・スクールの仕組みを活用した協働的な取組



セーフティプロモーションスクール（SPS）の
認証支援校と認証校について

認証支援校とは；
セーフティプロモーションスクールの７つの指標を
参考に、７つの指標に関わる活動を開始した学校

認証校とは；
セーフティプロモーションスクールの７つの指標の
うち、指標①と指標②を策定し、指標③～指標⑦
のPDCA-Sサイクルに関わる活動の展開が確認
された学校



セーフティプロモーションスクールの認証校園の状況（2026.10.16）

【宮城県】
石巻市立鮎川小学校
石巻市立広渕小学校
石巻市立万石浦小学校
石巻市立渡波小学校
石巻市立湊小学校
石巻市立石巻小学校
石巻市立桃生小学校
石巻市立和渕小学校
石巻市立大街道小学校
石巻市立住吉小学校
石巻市立開北小学校
石巻市立住吉中学校
石巻市立青葉中学校
石巻市立湊中学校
石巻市立河北中学校

【宮城県】
石巻市立河南東中学校
石巻市立牡鹿中学校
石巻市立渡波中学校
石巻市立桃生中学校

【東京都】
台東区立金竜小学校

【千葉県】
八街市立朝陽小学校
八街市立八街北中学校
八街市立八街北小学校

【神奈川県】
平塚市立土屋小学校



【大阪府】
大阪教育大学附属池田小学校
大阪教育大学附属池田中学校
大阪教育大学附属高等学校池田校舎
大阪教育大学附属特別支援学校
大阪教育大学附属幼稚園
大阪教育大学附属平野小学校
大阪教育大学附属平野中学校
大阪教育大学附属高等学校平野校舎
大阪教育大学附属天王寺小学校
大阪市立堀江小学校
大阪市立新高小学校
高槻市立寿栄小学校
羽曳野市立羽曳が丘小学校
河内長野市立石仏小学校
河内長野市立加賀田小学校
高槻市立芝生小学校
高槻市立丸橋小学校
高槻市立第三中学校

【大阪府】
大阪市立瓜破中学校
寝屋川市立中木田中学校
大阪府立中央聴覚支援学校
大阪府立西浦支援学校
大阪府立東淀川支援学校
あけぼのほりえこども園

【奈良県】
上牧町立上牧第二小学校
上牧町立上牧第二中学校
葛󠄀城市立新庄小学校
葛󠄀城市立新庄北小学校
葛󠄀城市立忍海小学校
葛󠄀城市立磐城小学校
葛󠄀城市立當麻小学校
葛󠄀城市立新庄中学校
葛󠄀城市立白鳳中学校



【宮崎県】
日向市立細島小学校
門川町立門川中学校
宮崎市立久峰中学校
日南市立飫肥中学校
高鍋町立高鍋東中学校
高鍋町立高鍋西中学校
延岡市立南中学校
串間市立串間中学校
宮崎県立門川高等学校
宮崎県立佐土原高等学校
宮崎県立日南高等学校
宮崎県立高鍋農業高等学校
宮崎県立延岡工業高等学校
宮崎県立富島高等学校
宮崎県立福島高等学校

〔日本国内で計83校園を認証〕

【京都府】
京都市立養徳小学校

【兵庫県】
丹波篠山市立古市小学校
兵庫県立東播磨高等学校
小野市立小野特別支援学校
関西国際学園 神戸校
認定こども園七松幼稚園

【岡山県】
矢掛町立中川小学校

【高知県】
宿毛市立山奈小学校
高知市立旭小学校
黒潮町立南郷小学校



セーフティプロモーションスクール認証支援校

〔日本国内外で計11校園を認証支援中〕 2026年10月22日時点

【宮城県】
石巻市立蛇田小学校
石巻市立二俣小学校

【京都府】
城陽市立今池小学校

【大阪府】
大阪市立東小橋小学校
宮山幼稚園
河内長野市立加賀田中学校

【兵庫県】
小野市立河合小学校

【宮崎県】
新富町立富田小学校
串間市立大束小学校
宮崎県立児湯るぴなす支援学校

【在外日本人学校】

深圳日本人学校



地域別にみたセーフティプロモーションスクール数

認証校 認証支援校

日 本 83 11

中 国 50 25

タ イ 16 15

イギリス 2 3

台 湾 1 -

計 152 54

《2026.10.22》



セーフティプロモーションスクールの活動は、

学校における「安全・安心への共感と協働」を

基盤として、子どもたちが10年・20年先の

地域の安全・安心を担う人材（安全協働人材）

へと成長してくれることを目標としています。

安全・安心の持続可能な発展



中学校の取組

★「自分たちで安全をつくる」活動

１ 生徒会活動に「防災安全委員会」設置

２ 全校一斉安全点検(白石市学校安全の日の集会)

３ ヒヤリハットアンケートの実施

４ 学校安全マップ作成・掲示

５ 避難訓練の充実に向けた提案

★地域との連携

１ 白石市総合防災訓練への参加

（生徒が住んでいる地区の訓練に参加）

２ 学校安全委員会への参加

（生徒、保護者、教員の各代表が参集）

３ 東中学区しろいし安全マップの作成

（Googleマイマップで地域住民も活用）

４ 地区生徒会での通学路危険箇所チェック

（同じ地区に住む生徒同士で情報共有）

★日常的な「安全」への意識を高める取組

１ 白石市学校安全の日の集会

２ 児童会「防災安全委員会」の安全点検

３ 校舎内外危険箇所探し

４ 学校安全マップ作成・掲示

５ 各種避難訓練への参加、振り返り

白石市の取組

・白石市学校安全の日（４月２７日）

・白石市総合防災訓練（６月第一日曜）

・各地区自主防災組織

小学校の取組

自助・共助

日常生活の中での
防災意識の向上

ちょっとした
「違和感」を
感じ取れる感性

★地域との連携

１ 白石市総合防災訓練見学、参加

２ 学校安全委員会への参加

白石市小・中学校の取組
過去に白石市内の学校で命に関わる重大な事故が発生しました。
２度とそのような悲劇を起こさないために、児童生徒も参画し学校安全に取り組んでいます。

令和８年10月29日
学校安全部会(第４回)

資料３－１



高校生から次世代へ

茨城県立牛久栄進高等学校

1

令和８年10月29日
学校安全部会(第４回)

資料３－２



背景
高校生でも些細な事でも誰かの役に立つ事ができないか？

それぞれの分野での目的
・防災意識の啓発・子どもから大人までが楽しんで学ぶ

・体験を通して自分ごとにする・ボランティア

・AED（自動体外式除細動器）・心肺蘇生

２



実際に小学校で講話を開いた事後のアンケート結果

・クイズで出題したところ

・ワークショップを行った内容

・強調するために言い方を変え

た部分

アンケートの結果から分かる

記憶・印象に残った話題の傾向

２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２

２



記憶に残り、楽しめる
講座にするためには？

具体的な案

40分想定の講座

10分 講義形式

  5分 クイズ

10分 講義形式

  5分 クイズ

10分 ワークショップ形式

伝えたいことのメリハリを

つけて、優先順位をつける
２



• 能登半島地震の復興支援を目的に、生徒有志が校内で立ち上げたプロジェ

クト。校内での活動にとどまらず、地域での募金活動や被災地でのボラン

ティア活動など、生徒が主体となって復興支援に取り組んでいる。

• 大きな被害を受けた能登半島を元の姿に戻すとともに、若者離れが進む地

域や被災者の心身の健康を守っていく活動。また、ニュースでなかなか取

り上げられなくなった能登の現在や災害自体に関心を持ってもらう。

• 「高校生」しか持ち得ない若々しさや元気を届ける。

この活動で集めたお金は募金ではなく現地ボランティアをする為のバス代

Re:Lightプロジェクトとは

２



実施内容

街頭募金→幅広く無作為に周知
物販（かき氷等）→交通費捻出
企業訪問→活動の全容と想いを確実に伝える
現地ボランティア

結果・変化
参加者数:のべ100人

集めた金額：約200万円

支出：バス代125万円、チラシ等2万3千円
能登への寄付:約40万円（能登高校クッキー販売等）

現時点で全3回実施済み(11月には第4回も決定)

能登高校との交流、つながりの強化
実際に行動した人からの広がり

２



今後について

活動を能登支援  → 災害支援＋防災減災拡大  に発展させる

・熊本地震支援

・他校との協力体制

校内での安全で意味のある活動の継続、システム作り

継続的な支援は被災した地域住民との繋がりを強くし、私たちの活動に

興味を持ってもらった茨城の地域の方々との関係を深めた。

２



きっかけ

・チアリーディングのチームで開催された心肺蘇生・AED講習を受けた。

・それまで受けたことがある「やり方」を学ぶ講習とは違い、その時の講習が
「どうしてそうするのか？」という仕組みを学ぶ講習会だった。

・その講習を受講を通して、心肺蘇生（胸骨圧迫・人工呼吸）やAEDの使用の重
要性を理解し、このような学び方が、受講生の意欲の向上につながると思い、
主に二つの活動を行った。

学校で発生するかもしれない突然の心停止から、

みんなの命を守りたい！

２



校内のAED設置場所を調査

本校のあらゆる端からAEDの場所まで走って計測した

この結果から、本校２階に
新たにAEDが設置された。
→AEDを取りにいくまでの
所要時間が短くなった。

茨城県立牛久栄進高等学校
平面図
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◯自分事にする

防災や救命を「誰かの問題」ではなく、「自分の家族や身近な人の問題」

として捉え直す。

◯広げる

学校や地域、更には次世代を巻き込んで防災意識や救命に関する理解を深

め、広げていく。

◯やってみる

高校生である私たちが、自ら学び、行動し、共有し続けることで、誰もが

命を守る行動を取れる社会にしていく！

まとめ
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防災に関する世論調査(令和7年8月調査)

https://survey.gov-online.go.jp/202510/r07/r07-bousai/gairyaku.pdf

気象庁
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/jishin/nteq/assumption.html

東京防災ホームページ
https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/021/

571/01nnnn.pdf

出典・参考にした資料

14

https://survey.gov-online.go.jp/202510/r07/r07-bousai/gairyaku.pdf
https://survey.gov-online.go.jp/202510/r07/r07-bousai/gairyaku.pdf
https://survey.gov-online.go.jp/202510/r07/r07-bousai/gairyaku.pdf
https://survey.gov-online.go.jp/202510/r07/r07-bousai/gairyaku.pdf
https://survey.gov-online.go.jp/202510/r07/r07-bousai/gairyaku.pdf
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/jishin/nteq/assumption.html


 

 

学校安全部会の日程（案） 

 

 

 開催予定日時 議題 

第１回 
令和８年９月９日(水) 

15：00～18：00 

部会長等の選任、学校安全部会の運営等について 

諮問内容説明、安全管理の現状と課題（総論）等 

第２回 
令和８年９月25日(金) 

13：00～15：00 
官民連携の取組（CSやDXの活用）等 

第３回 
令和８年10月19日(月) 

15：00～18：00 
実践的・体験型の安全教育の推進（防災、交通）等 

第４回 
令和８年10月29日(木) 

15：00～18：00 
校内組織体制の充実、教職員の能力向上、子供の意見 等 

第５回 
令和８年12月３日(木) 

10：00～12：00 
答申素案 

第６回 
令和９年１月28日(木) 

10：00～12：00 
答申案 

 

 

※ 令和９年３月までに、パブリックコメントを経たうえで第４次計画の閣議決定 

 

※ 今後、予定が変更になる可能性があります。 

令和８年10月29日 

学校安全部会(第４回) 

資料４ 



 

 

 

第１３期中央教育審議会初等中等教育分科会学校安全部会 

委員名簿 

（敬称略・五十音順） 

 

大木  聖子  慶應義塾大学 環境情報学部 准教授 

○小川  和久  東北工業大学 総合教育センター 教授 

木田   博  鹿児島市教育委員会 教育 DX担当部長 

北村  光司  国立研究開発法人 産業技術総合研究所 人工知能研究センター 主任研究員 

坂井 由利子  国分寺市立第十小学校 校長 

桜井  愛子  神戸大学 大学院国際協力研究科 教授 

佐々木 勝世  東京都港区立高輪幼稚園 園長 

下出  尚弘  岐阜県飛騨市教育委員会 教育長 

下東  義忠  宮崎県教育庁 高校教育課 産業教育担当 主幹 

首藤  由紀  株式会社 社会安全研究所 代表取締役 所長 

竹原  和泉  NPO法人まちと学校のみらい 代表理事 

◎藤田  大輔  大阪教育大学 健康安全教育系 特任教授 

藤髙  ちよ  熊本市立春日小学校 校長 

森    涼  学校法人石川義塾 学校法人石川高等学校・石川義塾中学校 理事長・校長 

森本  晋也  岩手県立図書館 館長 

山崎   彩  大阪府立平野支援学校 校長 

𠮷門  直子  高知県土佐市教育委員会 教育長 

渡辺  弘司  公益財団法人日本学校保健会副会長、公益社団法人日本医師会常任理事 

（◎：部会長、○：部会長代理） 

令和８年10月29日 

学校安全部会(第４回) 

参考資料１ 



 

 

８文科教第８６７号 

 

中 央 教 育 審 議 会 

 

 次に掲げる事項について、別紙理由を添えて諮問します。 

 

 

  第４次学校安全の推進に関する計画の策定について 

 

 

 

 令和８年８月２１日 

 

      文 部 科 学 大 臣   松 本 洋 平 

 

 

令和８年10月29日 

学校安全部会(第４回) 

参考資料２ 



 

１ 

（理由） 

第４次学校安全の推進に関する計画の策定について 

 

 

 

子供が心身ともに健やかに育つことは、全ての人々の願いです。子供の育つ環境が安全

なものとして整えられ、また、子供や保護者その他全ての人々が安全な生活を送ることが

できるような社会を築いていくため、必要な取組を進めていかなければなりません。 

 

学校は、人と人との触れ合いにより、人格の形成がなされる場であり、児童生徒等が生

き生きと学び、自己実現に向かうために、安全で安心な環境であり続けることが必要です。 

また、児童生徒等は守られるべき対象であることにとどまらず、その生涯にわたり、安

全な生活を送るための基礎的な素養を身に付けていくことが求められます。 

さらに、学校における家庭や地域、関係機関との連携・協働による安全に係る取組は、

持続的な安全文化の構築につながる教育活動であり、自ら進んで安全で安心な社会づくり

に参加し貢献できるような資質・能力を育てることは、学校教育の重要な目標の一つです。 

 

こうした理念を踏まえ、学校における教育活動が安全な環境において実施され、児童生

徒等の安全の確保が図られるよう、学校保健安全法において「国は、各学校における安全

に係る取組を総合的かつ効果的に推進するため、学校安全の推進に関する計画を策定」す

ることが規定されています。 

これに基づいて、平成24年４月に「学校安全の推進に関する計画」が、平成29年３月に

「第２次学校安全の推進に関する計画」、令和４年３月に「第３次学校安全の推進に関す

る計画」が、閣議決定されています。 

現行の「第３次学校安全の推進に関する計画」は、令和４年度から令和８年度までの５

年間にわたり、国と地方公共団体が相互に連携を図り、各学校において安全に係る取組が

確実かつ効果的に実施されるようにするための重要な指針として策定されたものです。 

現行計画に基づく取組の結果、先進的な取組が進められた地域や学校がある一方、いま

だ十分とは言えない地域や学校も見られます。また、現行計画策定以降、安全に関する新

たな課題も生じており、策定から５年が経過するに当たり、これまでの状況を踏まえた計

画の見直しが必要です。 

 

 

 

以上のことを踏まえつつ、学校安全の推進に関する計画の改訂に向けては、計画に盛り

込むべき内容として、主に次の事項を中心に御審議いただきたいと考えております。 



 

２ 

第一に、現行計画に基づくこれまでの取組状況を踏まえ、計画策定後の社会の状況の変

化等に基づき、今後改善すべき点や新たに追加すべき点について御検討をお願いします。 

能登半島地震や同年の豪雨、熊本地震などの大規模災害では、学校施設に被害が生じて

います。さらに、教職員も被災する中で、学校の早期再開が課題となるなど、大規模災害

時における被災地でのすみやかな学びの確保支援に向けた全国的な体制整備が求められて

います。 

また、甚大な被害をもたらした東日本大震災の記憶を語り継ぎ、その経験を生かすとと

もに、今後発生が懸念されている首都直下地震や南海トラフ巨大地震、近年の激甚化・頻

発化している豪雨などの自然災害に対応できるよう、児童生徒等の命を守るための対策や、

地域と連携した実践的な防災教育の充実は喫緊の課題です。 

さらに、近年は猛暑日が増加する中で、熱中症のリスクの増加が懸念されていることか

ら、児童生徒等の安全を確保した教育活動や、災害時には避難所にもなる学校の体育館等

の空調整備などが求められています。 

このほか、学校への不審者侵入事件や児童生徒等が登下校中に事件・事故に巻き込まれ

る事案も引き続き発生しています。また、クマ等の鳥獣による被害の恐れも懸念されてい

ます。少子高齢化等の地域社会の実情を踏まえつつ、スクールガード・リーダーの配置推

進など通学時をはじめ学校内外における事件・事故防止等の安全確保策の検討や、近年の

道路交通法の改正等を踏まえた自転車等に関する交通安全教育の充実などについて、コミ

ュニティ・スクールの仕組みの活用等を通じて、家庭や地域、関係機関と連携した対策を

着実に実行することが求められています。 

加えて、SNSに起因する犯罪被害や、性被害・性暴力への対策、弾道ミサイル発射等の国

民保護に関する事案や学校におけるサイバーセキュリティ対策など、現代的な課題への対

応も必要とされています。 

特に、性犯罪・性暴力対策については、児童生徒等が生命を大切にするとともに性犯罪・

性暴力の加害者、被害者、傍観者にならないための「生命（いのち）の安全教育」が全国

の学校で実施されることが求められています。 

さらに、校務DXや先端技術の活用が進められており、こうした動きも踏まえ、学校の働

き方改革にも配慮した効果的・効率的な安全教育と安全管理の在り方を検討することも必

要です。 

 

第二に、安全教育について、教育活動全体を通じた取組の推進と全国的な質の向上に向

けた方策について、御検討をお願いします。 

安全教育においては、いかなる状況下でも児童生徒等が自らの生命を守り抜くために主

体的に行動する態度の育成や、安全で安心な社会づくりに貢献する意識を高めることを視

点として、災害安全、防犯を含めた生活安全、交通安全の三領域や現代的な課題への対応

を含めた安全教育を、教育活動全体を通じて効果的に行うことが求められるとともに、安



 

３ 

全に関する資質・能力の評価や取組の改善方策等が引き続き課題となっています。 

また、地域や学校における取組に依然として差が見られることも引き続き課題となって

います。安全教育に関する先進的な取組を検証し、指導方法の工夫を普及するための方策

とともに、指導時間の確保や全国的な取組の質の向上を図るため、教育活動全体を通じた

取組の推進にとって重要となる学校安全計画の位置付けやその内容の在り方についても検

討していくことが必要です。加えて、より実践的な教育内容の充実のために必要となる学

校と関係機関の連携強化を図っていくことが求められます。 

さらに、現在、令和６年12月25日の「初等中等教育における教育課程の基準等の在り方

について」の諮問を受け、次期学習指導要領等に向けた審議が中央教育審議会において進

められております。その中では、デジタル学習基盤を前提とした新たな時代にふさわしい

学びや社会に開かれた教育課程を持続可能な形で実現できるよう、コミュニティ・スクー

ルを含む地域や家庭との連携・協働を促進しつつ、過度な負担を生じさせずにカリキュラ

ム・マネジメントを実質化することについても検討がなされており、こうした議論を踏ま

えた安全教育の在り方についての検討が必要となっています。 

こうした動きを踏まえながら、国、地方公共団体、学校設置者や地域がそれぞれの立場

から取り組むべき施策・連携の在り方について御検討をお願いします。 

 

第三に、安全教育や安全管理を適切に行うために必要となる組織体制の整備や、初任者・

中堅・管理職等の各段階における教員研修の在り方を含む教職員の資質能力の向上方策に

ついて御検討をお願いします。 

学校における安全は学校教育の大前提であり、また事件・事故、火災、自然災害は学校

教育のあらゆる場面で発生し得ることを念頭に、過去に発生した痛ましい事件・事故の教

訓を踏まえながら、児童生徒等の安全を着実に守るために、校外学習・部活動なども含め

た全ての教育活動（移動を含む。）において、現場における学校安全の確保を徹底し、実

効的で持続的なものとすることが不可欠です。そのためには、各学校における実効性のあ

る危機管理マニュアルの整備・運用、学校安全の中核を担う教職員の配置など学校におけ

る組織体制の整備、コミュニティ・スクールの仕組みの活用やセーフティプロモーション

スクールの考え方を取り入れた学校安全の取組の充実などを通じた、学校と家庭・地域、

警察・消防等の関係機関等の連携の充実が必要とされています。 

また、自然災害や火災、事件・事故が発生した際に、児童生徒等の命を守るためには、

全ての教職員が協力し合って的確に対応しなければなりません。加えて、児童生徒等に対

する安全教育の充実を図るためには、教職員自身が自然災害等の安全に関する知見等、指

導すべき内容を明確に把握しておくことが重要です。 

この点、令和元年度から、教職課程において学校安全について必ず修得することとされ

ていますが、特に事故や災害時において必要となるAEDを用いた一次救命処置などに関する

実習の充実が課題となっています。 



 

４ 

さらに、現在、令和６年12月25日の「多様な専門性を有する質の高い教職員集団の形成

を加速するための方策について」の諮問を受け、教員養成の在り方等に関する審議が中央

教育審議会において進められており、その中では、共通的に履修すべき内容等の検討がさ

れています。 

こうした議論を踏まえ、教員養成段階のみならず、初任者・中堅・管理職等の各段階に

おける教員研修の在り方を含め、教職員の資質能力の向上方策についての検討が必要とな

っています。 

そのほか、前述の現在審議されている次期学習指導要領等に向けた改訂の議論も踏まえ

ながら、実効的・持続的に学校安全の取組の質を確保するための組織体制の充実及び教職

員の資質能力の向上方策について御検討をお願いします。 

 

 

このほか、今後の学校安全の推進を図る上で必要な取組について御検討をお願いします。 

 

 

以上の点を中心に、今後の学校安全の推進施策について、基本的方針及び諸方策の御審

議をお願いします。 



【学校保健安全法第３条】

国は、各学校における安全に係る取組を総合的かつ効果的に推進するため、学校
安全の推進に関する計画の策定その他所要の措置を講ずるものとする。

第４次学校安全の推進に関する計画の策定について

現行計画：令和４年３月25日閣議決定（令和４～令和８年度）

「第４次学校安全の推進に関する計画の策定」について（諮問）
（令和８年８月２１日 第１４４回中央教育審議会総会）

発生した事件・事故、火災等を踏ま
え、安全教育や安全管理を適切に行
うための組織体制の整備や、教職員
の資質・能力の向上

➣校外学習・部活動なども含めた全ての
教育活動（移動を含む）における学校安
全の確保の徹底

➣学校安全の中核を担う教職員の配置な
ど学校における組織体制の整備

➣コミュニティ・スクールの仕組みの活用
やセーフティプロモーションスクールの
考え方を取り入れた取組の充実など、
学校と家庭・地域、警察・消防等の関係
機関等の連携による持続的な学校安全
の確保

➣教職員の資質・能力の向上方策の充実

教育活動全体を通じた安全教育の
取組の推進と、 全国的な質の向上

➣災害安全、生活安全、交通安全の三領
域や現代的課題への対応を含めた安
全教育の教育活動全体を通じた効果
的な実施

➣指導時間の確保や全国的な取組の質
向上のための、学校安全計画の位置
付けやその内容の在り方

➣実践的な教育内容充実のための、学校
と関係機関の連携強化の方策

➣次期学習指導要領等に向けた議論を
踏まえた安全教育推進のための具体
的方策

第４次計画策定に向けての論点（案）

現行計画期間中の取組状況の検証及び近年の災害の激甚化やSNSに起因
する犯罪被害、クマ等の鳥獣被害の恐れ、事件・事故、火災等の

社会の状況変化を踏まえた対応

➣東日本大震災・能登半島地震・熊本地震、近年の災害の激甚化などを踏まえた地域
と連携した実践的な防災教育

➣学校内外における事件・事故防止等の安全確保策、自転車等に関する交通安全教育
の一層の充実

➣SNSに起因する犯罪被害や生命（いのち）の安全教育など現代的課題への対応

➣学校の働き方改革への対応、校務DXや先端技術の活用等による効果的な安全教
育・安全管理の在り方

令和８年10月29日
学校安全部会(第４回)

参考資料３



第３次計画フォローアップを踏まえた 

第４次計画の検討に向けた課題について 

 

 

 第 3次計画のフォローアップについては、令和７年度に開催された「学校安全の推進

に関する有識者会議」において議論、整理された。その際に指摘された第４次計画の検

討に向けた課題に加えて、令和７年度の実績を踏まえた現状や、昨今指摘されている学

校安全に関わる課題等についても追記することで、以下のとおり主な課題を整理する。 

  

 
※凡例 

 ○：学校安全の推進に関する有識者会議（令和 7年度）第 2回（令和７年１０月３０日）配付資料に記載 

 ●：今回追加で記載 

 

１．学校安全に関する組織的取組の推進 

〇 学校安全計画の活用による、教育活動全体を通じた安全教育の取組の更なる推進 

※ 学校安全計画の策定状況 98.8%（令和５年度実績） 

 

〇 学校安全の中核を担う教職員の配置促進や研修の充実等をはじめとする、校内組

織体制の充実 

※ 学校安全の中核を担う教職員等を安全主任や主事として位置づけ 58.2%（令和５年度実績） 

 

● 校長のリーダーシップ・ 役割による学校安全の質向上に向けた環境整備と、設置

者による指導等 

 

〇 教員養成段階をはじめ、教職員に対する AED を用いた実習を含む一次救命処置

（BLS）に関する研修の充実 

※ 教員養成機関における AED を用いた実習を含む一次救命処置(BLS)の実施状況 6.9%（参考値：教職課程を

有する大学への任意のアンケート調査結果より） 

 

２．家庭、地域、関係機関等との連携・協働による学校安全の推進 

〇 学校安全におけるコミュニティ スクールの仕組みの更なる活用 

※ 地域学校安全委員会やコミュニティ スクール等の仕組みを活用して、地域と協働して学校安全に取り組

んだ学校数 72.4%（令和５年度実績） 

 

● 首長部局をはじめ、警察 消防等の関係機関や保護者等と連携した安全対策の促

進 

 

〇 防犯及び交通安全に専門性を有するスクールガード リーダーをはじめとする地

域人材の確保 育成 
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〇 ・「学校における安全点検要領」の更なる普及と、学校の働き方改革を踏まえた効

率的 効果的な安全点検のための、外部専門家 デジタル技術の活用や、地域住民

等の参画促進 

※ 学校安全に関する保護者や地域住民の参画状況 安全点検：保護者 2.8%、地域住民 2.0% 登下校時の見守

り活動 65.4% 

 

〇 能登半島地震の経験等を踏まえた、自治体 地域 学校間での避難所運営に関す

る事前協議等の必要性の更なる普及や、早期の学校再開 学びの確保支援などの取

組の全国的な体制整備 

※ 地域住民の避難受入れ時の対応について地域の関係機関と協議している学校の割合 80.1%（令和５年度実

績） 

 

３．学校における安全に関する教育の充実 

〇 次期学習指導要領の検討状況も踏まえた、安全教育の指導時間の確保や指導方法

の工夫、評価の在り方等に関する更なる検討 

 

〇● 実践的な避難訓練や地域住民との協働による防災教育・ 避難訓練、自転車等に

関する交通安全教育の普及 

※ 地域住民との協働による防災教育 避難訓練の実施 88.9%（令和５年度実績） 

 

〇 一人一台端末や生成 AI 等のデジタル技術を踏まえた、効果的な安全教育の取組

に関する検討 

※ デジタル技術を活用した安全教育の実施状況 65.4%（令和５年度実績） 

 

〇 ・「生命(いのち)の安全教育」、近年の猛暑を踏まえた熱中症対策、SNS に起因する

犯罪被害等の現代的課題への対応 

※ 「性犯罪 性暴力防止のための教育」の実施率 45.3％ 

うち、「生命（いのち）の安全教育」の教材を活用している学校の割合・32.8%（令和５年度実績） 

※ SNS に関する安全教育の実施状況 78.0%（令和５年度実績） 

 

４．学校における安全管理の取組の充実 

〇 ・「学校における事故対応指針（改訂版）」の更なる普及と、事故情報の集約 分析、

取組の改善等につなげる仕組みの構築 

 

〇 ・「学校における安全点検要領」の更なる普及と、学校の働き方改革を踏まえた効

率的 効果的な安全点検のための、外部専門家 デジタル技術の活用や、地域住民

等の参画促進【再掲】 

 



 

● 子供の視点を加えた安全点検等、事前の対策の更なる推進 

※ 児童生徒が安全点検に参加する活動を行っている学校数 5.3%（令和５年度実績） 

 

〇● 学校施設における老朽化や耐震化対策の更なる実施、避難所における冷暖房機

器の確保など、学校施設の防災機能強化等の更なる推進 

※ 公立小中学校の避難所指定校における体育館等の空調（冷房）設備設置率 33.1%（令和８年５月１日現在） 

 

〇 生成 AI 等のデジタル技術や事故データの活用など、科学的なアプローチによる

事故予防の取組の更なる推進 

 

５．学校安全の推進方策に関する横断的な事項 

● 学校安全の推進のためのモデル事業や、課題等に対する調査研究の更なる推進。

加えて、それらの分かりやすい周知や研修の充実のためのポータルサイトの更なる

活用。 

 

● 生成 AI 等のデジタル技術を活用した学校への支援 

 

 

※１．～４．の課題の検討に当たっては、全体を通じてセーフティープロモーションス

クールの考え方を取り入れた学校安全の推進の観点が必要。 

 


